
○生活安全指定捜査員制度の実施について

令和４年３月９日

道本生企第4489号

警察本部各部、所属の長／警察学校長／各方面本部長／各警察署長／宛て／

、 「 」生活安全指定捜査員制度については これまで 生活安全指定捜査員制度の実施について

（平23．８．１道本生企第2474号。以下「旧通達」という ）により実施してきたところで。

あるが、この度、必要な見直しを行い、次のとおり定めて令和４年４月１日から実施するこ

ととしたので、所属職員に周知徹底されたい。

なお、旧通達は、同日付けで廃止する。

記

１ 趣旨

生活安全部門が所掌する事犯に係る組織的若しくは広域的な事件、特殊な捜査技法若し

くは専門的知識を必要とする事件又はその他緊急かつ集中的な捜査を行う必要がある事件

に対して捜査体制を確立し、迅速・的確な捜査を行うため、警察本部、方面本部及び警察

署から派遣する生活安全指定捜査員（以下「指定捜査員」という ）の階級及び人数をあ。

らかじめ指定して組織的に運用することにより、適正かつ効果的な捜査運営を推進しよう

とするものである。

２ 指定捜査員の運用基準

指定捜査員を運用する事件（以下「対象事件」という ）は、次のとおりとする。。

ア 被害者多数の生活経済事犯、暴力団による福祉犯事件等の組織的又は広域的な事件

イ サイバー犯罪、外国人雇用関係事犯等の特殊な捜査技法・能力を必要とする事件

ウ その他緊急かつ集中的な捜査を行う必要がある事件

３ 指定捜査員の指定基準

指定捜査員を置く所属（以下「指定所属」という ）及び指定捜査員の指定基準は、生。

活安全部長が別に定めるものとする。

４ 派遣の要請及び派遣の指示

⑴ 所属長は、指定捜査員の自所属への派遣が必要な場合は、指定捜査員派遣要請書（別

記第１号様式 により 警察本部の当該事件を主管する課又は方面本部の生活安全課 以） 、 （

下「事件主管課」という ）を経由して生活安全部長又は方面本部長（以下「生活安全。

部長等」という ）に派遣を要請するものとする。ただし、急速を要する場合には、電。

話等により事件主管課を経由して生活安全部長等に派遣を要請することができるものと

する。この場合において、当該所属長は、事後速やかに指定捜査員派遣要請書を事件主

管課を経由して生活安全部長等に提出しなければならない。

⑵ 派遣の要請を受けた生活安全部長等は、事件の規模、態様等を勘案し、必要があると

認めるときは、指定所属の長に対し、派遣する指定捜査員の階級及び人数を指定の上、

派遣を指示するものとする。

⑶ 派遣は、原則として同一方面管内によるものとし、他方面の指定捜査員の派遣が必要

な場合は、生活安全部長が関係方面本部長と協議の上、決定するものとする。

⑷ 生活安全部長等は、⑴の事項に定める派遣の要請の有無にかかわらず、必要があると

認めるときは、指定捜査員を派遣することができるものとする。



５ 指定捜査員の決定

⑴ 派遣の指示を受けた指定所属の長は、指定捜査員名簿（別記第２号様式）を作成し、

生活安全部長等に報告するものとする。

⑵ 生活安全部長等は、⑴の事項により報告を受けた指定捜査員名簿に基づき指定捜査員

を決定し、派遣を要請した所属の長に通知するものとする。この場合において、指定捜

査員を変更する必要があると認めるときには、指定所属の長と協議することができるも

のとする。

⑶ 各方面本部長は、当該方面管内において、指定捜査員を決定したときは、指定捜査員

名簿により、生活安全部長に通知するものとする。

６ 指定捜査員の派遣

⑴ 指定所属の長は、指定捜査員が決定したときは、直ちに指定捜査員を派遣しなければ

ならない。

⑵ 派遣を命ぜられた指定捜査員は、当該派遣先の所属長（捜査本部が開設されている場

合は当該捜査本部の長）の指揮を受けて職務を行うものとする。

、 。 、 、⑶ 指定捜査員の派遣期間は 原則として10日間以内とする ただし 生活安全部長等は

10日間を超えて派遣する必要があると認めるときは、派遣期間を延長することができる

ものとする。

⑷ 生活安全部長等は、当該事件の捜査の進捗状況等から指定捜査員の派遣の必要がなく

なったと認めるときは、指定捜査員の派遣を解除するものとする。

７ その他

⑴ 本通達の実施に関し、必要な細部事項については、生活安全部長等が別に定めること

ができるものとする。

⑵ 指定捜査員に関する事務は、警察本部生活安全企画課及び各方面本部の生活安全課に

おいて行うものとする。

※ 別記様式省略


